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I はじめに
公共財の多くは、その便益が特定の地域に限定される「地方公共財」であ
る。地方公共財の最適供給を実現するためには、受益地域と負担地域を一致さ
せることが条件となる。しかし、行政区域は公共財の便益とは無関係に決定さ
れていることが多く、そのため、とくに交通機関が発達し、生活圏が行政区域
を越えて広がっている大都市圏においては、便益が行政区域を越えて拡散する
というスピル・オーバーの発生は避けられない。
スピル・オーバーは、ある自治体の公共財を他自治体の住民も利用可能な
場合に生じる。林（2013a）は神戸市立博物館を対象にアンケート調査を実施
し、57%が神戸市外からの来館であるという結果を得た1)。このように公共財
を他自治体の住民が利用するとき、財源を神戸市民の税負担によって賄うとす
れば、受益と負担の不一致が生じ、公共財の最適供給は実現しない。しかし、
その財源を料金のような利用者からの直接的な負担によって賄うことができる
なら、受益と負担の不一致は回避可能であり、政策上の問題は利用者負担をど
の水準に設定し、それをいかに徴収するかという点に帰結する。
しかし、公共財はその利用者に対して直接的な便益を与えるだけでなく、非
利用者に対しても生活の快適性や利便性の向上といった間接的な便益を与える
ことが考えられる。こうした間接便益が行政区域を越えてスピル・オーバーす
るとき、その財源を公共財を提供する自治体の住民のみが負担することになれ
ば、受益と負担に不一致が生じ、公平性や公共財供給の最適性が損なわれると
いった問題が発生する。この問題は通常、受益地域を含む上位政府からの特定
補助金の交付あるいは関係自治体の当時者間交渉によって解決可能であるが、
この場合においても、間接便益がスピル・オーバーする地理的範囲と、間接便
益の大きさを検証する必要がある。
本稿は公共財として芸術・文化施設を取り上げ、便益のスピル・オーバーは
存在するのか、存在するとすればその地理的範囲と間接便益の規模はどの程度
かをヘドニック・アプローチ（hedonic approach）によって検証することを
1) サンプル 400 のうち、226 が神戸市外からの来館者であった。
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目的としている。居住環境の改善が土地市場に影響することに着目し、不動産
価格（地代、地価）をもとに非市場財の便益を評価するヘドニック・アプロー
チは仮想評価法（contingent valuation method）のように評価対象の価値を
詳細に検証できないが、施設が周辺地域に及ぼす間接便益の存在を代理市場の
データを用いて検証できるというメリットを持っている2)。しかし、芸術・文
化施設に対してヘドニック・アプローチを用いた研究は数少なく、Clark and
Kahn（1988）、Halsey（2005）、Sheppard（2010）、Sheppard（2013）、唐鎌・
石坂（2009）に見られる程度である。このように研究蓄積の少ない芸術・文化
資本の間接便益をヘドニック・アプローチによって評価することは、学術的に
も政策的にも意義がある。また、芸術・文化施設の建設効果を金額ベースで検
証するとともに、便益のスピル・オーバーの地理的範囲を計測した研究は筆者
の知る限り存在しない。
なお、芸術・文化施設は住民の生活環境を改善するという便益とともに、有
能な人材や関連資本の誘致といった企業活動面でも影響を与える可能性がある
が、本稿では生活環境面に焦点を当て、住宅土地市場を対象に分析する。
本稿の構成は以下の通りである。第Ⅱ節ではヘドニック地価関数の考え方
と推計モデルを示すとともに、間接便益の計測方法を提示する。第Ⅲ節では、
属性の異なる 2つの芸術・文化施設を対象として間接便益とスピル・オーバー
効果について実証分析を行う。兵庫県内には多くの美術館、博物館が存在する
が、本稿が目的とするスピル・オーバーを検証するためには、市街地の連たん
性が必要であることから神戸市及び阪神間に立地する施設を選んだ。また、間
接便益の大きさとスピル・オーバーの地理的範囲は施設の属性によって影響さ
2) ヘドニック法は自然環境や歴史的遺産など多くの分野で活用されてきた。ヘドニック法を用い
た芸術・文化資本の研究としては、博物館、劇場等の文化アメニティが賃金水準に負の影響を与
えるとした Clark and Kahn（1988）、博物館の新設 2、3 ヶ月後に住宅価格を引き上げるこ
とを検証した Halsey（2005）、最寄り駅からの距離、文化施設からの距離等を用いて地価の上
昇を検証した唐鎌・石坂（2009）、宇都宮文化会館が地価を上昇させたとする関口（2010）、ア
イルランドのダブリン都市圏において文化遺産が住宅価格に影響を与えることを導いた Moro
et al.（2011）、アメリカ・ウイスコンシン州のケノーシャ市等 4 都市の博物館が外部性を持つ
ことを検証した Sheppard（2010）、博物館の新設あるいは拡張が住宅の賃貸料を引き上げる
ことを検証した Sheppard（2013）などがある。
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れると考え、都心型・大規模施設として神戸市立博物館を、郊外型・中規模施
設として西宮市大谷記念美術館を取り上げた。第Ⅳ節では、前節の分析結果を
用いて 2つの芸術・文化施設の間接便益の規模とスピル・オーバーの地理的範
囲を検証する。第Ⅴ節では分析結果をまとめ、政策的意味合いを提示する。
II ヘドニック地価関数と推計モデル
1. ヘドニック地価関数と支払い意志額
ヘドニック法は、非市場財の価格が市場で評価される財やサービスの価値、
特に土地や住宅の資産価格や賃金水準に反映されているというキャピタライ
ゼーション仮説をベースとしている。そして、環境改善に起因する魅力の増加
を定量化するため、非市場価値と関連のある代理市場データの構成要素を変数
とするヘドニック価格関数を推定し、ある要因が一単位変化したときの変化額
を求めるのである3)。本稿では、芸術・文化施設という地方公共財の間接便益
は土地の価格にキャピタライズされると考え、ヘドニック地価関数を推定する。
都市経済学において最も一般的な地価関数は、地価は CBD（中心業務地区、
centralbusiness district）からの距離の減少関数としてとらえられる。地域は
特徴のない平野であり、人びとは CBDを職場にしていると仮定すれば、通勤
コストを安く抑えることのできる CBDに近い住宅立地ポイントの土地需要は
大きく、一方、CBDから遠ざかるにつれて通勤コストがかさむだけでなく、
土地供給は大きいことから、地価は低くなる4)。しかし、実際の地価は地域の
環境や土地の属性など、さまざまな要因によって影響を受ける。
Rosen（1974）は、市場がある財の需要者と供給者によって構成され、その
取引から多様な特性を有する財 Z の価格が決定されると考えた。需要者は多
様な特性を有する財 Z と、その他の全ての財を代表し価格を 1とする合成財
X を所得制約のもとで購入し、効用 U(X;Z)を最大化すると仮定した場合、
需要者の行動は
3) Throsby（2001）、肥田野（1997）参照。
4) 人びとはこのように CBD からの距離と負の相関を持つ地価と正の相関を持つ通勤費とを秤に
かけながら住宅立地点を決定することから、トレードオフ・モデルと呼ばれる。
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max
X;Z
U(X ; Z )
subject to I = X + P (Z )
と表すことができる。I は所得、P (Z)は Z = (z1; z2; ¢ ¢ ¢ ; zi ¢ ¢ ¢ ; zn)とい
う特性を有する財 Z に対するヘドニック価格関数である。間接便益は受益者
の支払い意志額（willingness to pay）であり、一定の効用水準を維持した上
で財 Z に支出できる最大の付け値（bid price）である。最適行動を行い現実
に財を購入した需要者にとっては、付け値と市場価格が一致する。各需要者が
異なった付け値関数を持っている場合、市場価格関数は付け値関数の包絡線と
なる。この点に着目し、P を各指標で回帰し、市場価格関数を推定する手法が
ヘドニック・アプローチである。
いま、地方公共財（本稿の場合は芸術・文化施設）が新たに提供されたとし
よう。それによって需要者にとっての地域環境が z0i から z1i に改善されたと
き、他の事情が等しい限り、市場地価の変化分を環境改善に対しての支払い意
志額の増加分、つまり間接便益とみなすのである5)。
2. 推定モデル
ヘドニック・アプローチを用いた先行研究の多くは、図 1に示すように、地
価（住宅価格）の決定要因として①構造特性、②立地特性、③地域環境特性を
考慮している。芸術・文化施設は地域環境特性に分類され、それへの近接性
が地価に影響するかどうかが検証されることになる。そのため、Moro et al.
（2008）、唐鎌・石坂（2009）、Sheppard（2010）は間接便益の計測対象となる
施設からの距離を説明変数に加えている。
しかし、施設から遠ざかることによって生じる地価の低下のすべてが、施設
5) 本稿の付け値関数は、同質的な消費者しか存在しない場合を想定している。消費者が同質でない
場合、異なった付け値関数が得られ、これらの付け値関数は市場価格関数と接していなければな
らないため、市場価格関数は全消費者の付け値関数の包絡線となる。したがって、清水（2004）
は、市場価格関数で観察される地価の変化分（環境改善効果）は付け値の変化分を上回り、改善
効果を過大に評価することを示した。しかし、肥田野（1997）は環境改善の程度が小さいとき、
つまり限界的な変化であれば、市場価格関数の限界値で代用でき、付け値関数よりも市場価格で
計測した方が良いとした。
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それ自体の間接便益の減少に起因するとは考えにくい。例えば、施設が CBD
に建設された場合、施設から遠ざかるにつれて生じる地価の低下は利便性や賑
わいの減少などのさまざまな要因の影響を受けている可能性がある。また、本
稿は、芸術・文化資本の建設が地域環境を改善したかどうか、環境改善効果は
施設からの距離に影響されるのかを検証することを目的としていることから、
図 1 　地価（住宅地）の決定要因
住宅地の地価
構造特性
立地特性
地域環境特性
地積
用途地域
容積率・建ぺい率等
都心からの距離
最寄り駅までの距離等
治安
騒音などの環境
病院等生活関連施設
上下水道などのインフラ
　  芸術・文化施設
Halsey（2005）の考えに基づいて、芸術・文化資本建設前後の地価関数の相違
から環境改善効果を推計することとした。
芸術・文化施設が建設されることによって地域環境が改善され、地価が上昇
するとすれば、建設前と建設後の関係は、
P1 = P0 + e®ect
となる。ただし、添え字の 0は建設前、1は建設後である。
異時点間の価格変化は需要側の要因と供給側の要因によって生じる。しかし
土地に関しては、各地点でのストックとしての土地供給は一定であり、土地価
格である地価は需要要因によって影響されると考えられる6)。
6) 市場で売りに出される土地の量は変化する。土地市場において「取引事例価格」と呼ばれる地価
は、このフローの供給と新規需要との関係に着目したものである。しかし、この地価は、土地を
持ち続けるという留保需要と新規需要を合計した総需要とストックとしての供給との関係で決ま
る地価と一致する。したがって、地価は海岸の埋め立てや土地利用規制の変更といった場合を除
けば、需要要因によってのみ影響されるのである。ただし、ヘドニック価格として賃貸料を利用
するときには住宅の供給量が変化するため、供給要因を考慮する必要がある。
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推計モデルの設定には、もう一つの注意点が必要である。ヘドニック価格
関数は理論上、特定の関数型まで想定するものではない。しかし、様々な形で
原データを変換することで、推計式の当てはまりが良くなることが知られてい
ることから、先行研究では主に、①線形、②フルログ型、③セミログ型、④両
側 Box-Cox型、⑤片側 Box-Cox型の 5つのパターンが用いられている7)。林
（2013b）では関数変換が容易で通常の OLSを利用できるという利点から、被
説明変数のみを対数化したセミログ・モデルを使用した。
しかし、本稿では、間接便益の大きさとスピル・オーバー効果を、2つのタ
イプの異なった芸術・文化施設を金額ベースで比較するため、線形モデルを採
用する。パラメータはセミログ型の場合には建設後の地価上昇率、フルログ型
の場合は弾力性を表すことになり、いずれもコントロール変数の値によって金
額が変化するからである。
P = C +
X
¯ixi +
X
±izi + °
M
D
ただし、P は地価（住宅地）、xi は量的変数、zi は質的変数、¯i、±i はそれぞ
れ量的変数、質的変数 iのパラメータである。Dは各住宅立地点の芸術・文化
施設からの距離、M は芸術・文化施設の建設後を 1、建設前を 0とするダミー
変数である。このようにダミー変数で処理することによって、°M
D
は芸術・文
化施設の建設効果となる。また、芸術・文化施設建設による効果が距離に対し
て直角双曲線となるという定式化は、距離が離れるほど施設建設の効果は急激
に小さくなり、いずれは 0に近づくという考えに基づいている。
3. 間接便益の計測方法
芸術・文化施設の建設による地価上昇額 y は施設からの距離 xの関数 f(x)
とする。図 2において、関数 f(x)が閉区間 [a; b](0 · a < b)において連続で、
f(x) ¸ 0のとき、芸術・文化施設からの距離が aから bの地域における地価
上昇総額 V は、関数 y = f(x); x = a; x = bおよび x軸で囲まれた図形を y
7) 岡崎・松浦（2000）ではセミログ型、Halsey（2005）では、線形、フルログ型、セミログ型、
得田（2009）では、線形、フルログ型、セミログ型、尾崎・福山（2012）では線形の地価関数
が用いられている。
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軸のまわりに 1回転してできる立体の体積となる。つまり、
V = 2¼
Z b
a
x£ f(x)dx
である。
図 2 　地価上昇総額の計算
y
f(x)
0 a b
x
しかし、芸術・文化施設を中心とした同心円内内には商業地など住宅地以外
の用途、山林、湖沼などの非可住地などが含まれているため、地価上昇総額は
実際の住宅地面積を用いて圧縮する必要がある。そこで次の方法を用いた。
a～bの地価上昇額 = a～bの地価上昇額（積分値）×
住宅地実面積
(b2 ¡ a2)¼
III 実証分析結果
1. 分析対象とサンプル
本稿では、芸術・文化施設の間接便益とスピル・オーバーを検証するために
神戸市立博物館と西宮市大谷記念美術館をとりあげることとする。神戸市立博
物館は神戸市の旧居留地に立地し、旧横浜正金銀行（現三菱東京 UFJ銀行）
神戸支店ビルを転用したものであり、1982年に開館した。入館者数は 2012年
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度で 55万 9145人、延べ床面積は 10,073m2 である。西宮市大谷記念美術館
は閑静な住宅街に、実業家故大谷竹次郎氏のコレクションや邸宅を西宮市に寄
付されて創られた美術館であり、1972年に開館した。延べ床面積は 4,740m2、
2012年度の入館者数は 4万 7827人である。神戸市立博物館は都心型・大規
模施設であり、西宮市大谷記念美術館は郊外型・中規模施設である。
なお、推定された地価関数から間接便益（地価の変化分）を求める場合に
は、整備された施設の規模、内容、施設へのアクセス性、近隣の環境などをも
とに計測する必要があることから、地価関数は施設の立地ポイントを含む地域
特性を反映できるように、施設毎に推計した8)。なお、異時点間の地価変化か
ら施設建設の効果のみをとりだす必要があることから、建設後の地価は建設前
の水準になるよう実質化する9)。なお、地価は住宅地の公示地価である10)。
安定的な地価関数を推計するためには、市場の同質性が保証できる限りサン
プル数は多ければ多いほど望ましい。しかし、実際に入手できる地価データは
限られているため、本稿のサンプル数は神戸市立博物館が中央区、兵庫区、灘
区、北区に位置する 1981年（建設前）の 69と 1983年（建設後）の 66の計
135、西宮市大谷美術館が西宮市、芦屋市、尼崎市、伊丹市、宝塚市、神戸市東
灘区に位置する 1971年（建設前）の 25と 1973年（建設後）の 116の計 141
となった11)。
2. 神戸市立博物館の分析結果
地価を決定すると考えられる要因として取り上げた質的・量的要因（23項目）
の 135地点における基本統計量を表 1に示した12)13)。実質地価については、
8) 国土交通省（2004）、130 頁を参照。
9) 地価の場合、GDP の実質化のようにデフレーターが存在しないため、公示地価、住宅敷地価格
の変化等を用いた。したがって、実質化は平均的な変動を除去するという意味になる。
10) 地価情報は国土交通省「地価公示・都道府県地価調査」で入手できる。
11) 国土交通省（2004）は 50～80 をサンプル数の目安としている。
12) 距離以外の数値は、国土交通省「地価公示・都道府県地価調査」、神戸市企画調整局『神戸市統
計書』、東洋経済新報社『地域経済総覧』、総務省統計局「都道府県・市区町村のすがた」より得
られた。
13) 市統計書でのデータの有無によって、神戸市立博物館と後述の西宮市大谷記念美術館との間で採
用した地価形成要因は異なる。
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最大値が 285,190円/m2、最小値が 32,000円/m2、平均値が 145,870円/m2
であった。芸術・文化施設からの距離は、最も遠い地点で 20.0km、最も近い
地点で 1.3kmである。また、JR三宮駅は、阪神、阪急、市営地下鉄などが近
接しており、アクセスの拠点となっているため、JR三宮駅からの距離は CBD
からの距離を表す変数とした。
地点によって各要因の値は大きく異なっており、間接便益を推定する際に
は、これらの影響をコントロールする必要がある。しかし、コントロールする
表 1 　神戸市立博物館周辺の実質地価と地域形成要因の基本統計量
変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／m2） 145.87 72.61 32.00 285.19
芸術・文化施設からの距離（km） 6.71 4.36 1.25 19.97
駅からの距離（m） 986.67 1118.51 0.00 11000.00
地積（m2） 202.69 112.66 49.00 826.00
前面道路（m） 5.93 2.02 2.70 15.50
建坪率（%） 28.96 26.27 0.00 60.00
容積率（%） 161.78 57.43 50.00 300.00
総事業所数／区面積 360.39 411.87 14.83 1042.17
サービス事業所数／区面積 79.90 86.74 4.46 219.54
飲食店商店数／区面積 40.54 48.80 1.41 139.83
公園総面積／区面積 0.01 0.01 0.00 0.04
自区への従業、通学の割合 0.37 0.12 0.28 0.62
他市町村への従業、通学の割合 0.63 0.12 0.38 0.72
人口１万人あたりの病床数 161.98 135.50 68.60 513.70
教員１人あたりの児童数 27.84 2.01 23.16 30.52
JR 三宮駅からの距離（km） 6.32 4.13 0.56 19.20
全ポイント（135）のうち
該当するポイント数
住居地域ダミー 一種住居ダミー 二種住居ダミー 準防火地域ダミー
59（44%） 54（40%） 22（16%） 49（36%）
ガス 下水
116（86%） 110（82%）
注 1）実質地価は 1981 年を基準に、1981 年から 1983 年の兵庫県住宅地の宅地平均価格上昇率
1.227 で 1983 年のデータを実質化した値である。上昇率は、総務省統計局「日本の長期統
計系列」のデータを使用し、算出した。
注 2）芸術・文化施設からの距離、JR 三宮駅からの距離は、地価情報分析システム『MANDARA』
を使用し、各地点ポイントからの距離を測定した。
注 3）総事業所数や公園総面積など、周辺環境を示す量的変数については地点毎の情報が得られない
ため、区別のデータを使用する。
注 4）自区への従業、通学の割合＝
自区への従業、通学者数
自区への従業、通学者数+他市区町村への従業、通学者数
で
ある。
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ために過大に変数を選択することによって、多重共線性を発生しやすい等の問
題を引き起こす。そこで本稿では、変数間の相関を除くために主成分分析を
行った。
したがって、本稿で示される地価関数は、主成分分析によって求められた主
成分、CBDからの距離、芸術・文化施設からの距離、M=D によって構成さ
れる。
CBDからの距離は地域形成の土台であり、建設前後に関係なく芸術・文化
施設の建設地点から外部性が発生する可能性があるため、この両変数は主成分
分析には含めない。つまり、ヘドニック価格関数を求める分析手順は次の通り
である。(1) 実質地価と各変数で単回帰分析を行い、統計的に有意な変数を抽
出し、(2) 抽出された変数で主成分分析を行う。そして、(3) 地価を従属変数、
分析によって得られた主成分、CBDからの距離、芸術・文化施設からの距離、
建設後をM = 1とするM=D を説明変数として、重回帰分析によって地価関
数を推定した。その際、ステップワイズ法で説明変数の選択を行う14)。
この手順で神戸市立博物館を対象に分析を行った。(1)の結果から前面道路
や建坪率などが有意ではなく、これらの変数を除き主成分分析を行った結果が表
2に示されている。固有値は主成分 4が 0.99であり、累積寄与率は 87.51%で
あるため、主成分 1、2、3、4を使用する。
主成分分析では、各主成分の主成分負荷量を見ることで、その主成分の特性
を表すことができる。主成分 1の主成分負荷量は、総事業所数やサービス事
業所数、自区への従業、通学といった事業所密度を表す変数が負の値であり、
絶対値が大きい。そこで、本稿では、主成分 1の正負の符号を反転し、生活の
利便性や賑わいなどの都市型環境を表す主成分とした。したがって、主成分 1
（正負の符号反転）は地価を高くする要因であると予想できる。主成分 2につ
いては、主成分負荷量の絶対値が大きい正の変数はガス、水道であることから、
社会基盤施設が整った地点を表し、地価を高くする要因であると考えられる。
14) 愛甲・崎山・庄子（2008）では、札幌市の住宅地において公園緑地が地価にどのような影響を
及ぼしたかをヘドニック法を用いて検証し、その際、ステップワイズ法を用いて説明変数の選択
を行った。
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表 2 　神戸市立博物館の主成分分析の結果
主成分 1
（正負符号反転） 主成分 2 主成分 3 主成分 4
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
地積（m2） 0.104 0.298 0.332 0.472 0.038 0.052 0.670 0.668
容積率（%） 0.215 0.616 0.042 0.059 0.491 0.679 0.050 0.050
総事業所数／区面積 0.338 0.967 0.001 0.001 0.009 0.013 0.098 0.098
サービス事業所数／区面積 0.338 0.967 0.022 0.032 0.000 0.000 0.095 0.095
飲食店商店数／区面積 0.342 0.980 0.075 0.107 0.052 0.072 0.040 0.040
公園総面積／区面積 0.329 0.941 0.106 0.150 0.034 0.046 0.074 0.074
自区への従業、通学の割合 0.336 0.962 0.138 0.196 0.092 0.127 0.029 0.029
他市町村への従業、通学の割合 0.336 0.962 0.138 0.196 0.092 0.127 0.029 0.029
人口１万人あたりの病床数 0.238 0.681 0.393 0.559 0.215 0.298 0.150 0.149
教員１人あたりの児童数 0.251 0.720 0.370 0.527 0.190 0.263 0.076 0.076
一種住居ダミー 0.200 0.573 0.034 0.049 0.529 0.733 0.021 0.021
二種住居ダミー 0.090 0.257 0.261 0.372 0.262 0.362 0.662 0.660
準防火地域ダミー 0.231 0.661 0.250 0.355 0.192 0.265 0.028 0.028
ガス 0.133 0.379 0.454 0.646 0.407 0.564 0.146 0.145
下水 0.158 0.452 0.451 0.641 0.322 0.445 0.179 0.179
固有値 8.19 2.02 1.92 0.99
累積寄与度 54.62% 68.11% 80.89% 87.51%
主成分 3は、容積率の主成分負荷量が ¡0.679と絶対値が大きく、一種住居ダ
ミーが 0.773であることから、住宅立地に関する規制の厳しさを表しており、
地価に対して正、負いずれの効果をもたらすかは予想できない。主成分 4は地
積、二種住居ダミーの主成分負荷量が大きいことから、マンションなど様々な
用途で使用できるという意味で土地利用の柔軟性を表し、地価を高くする要因
であると予想する。
主成分分析から得られた主成分 1、2、3、4を使用し、分析手順 (3)のよう
にヘドニック地価関数を求める。この時、JR三宮駅からの距離と芸術・文化
施設からの距離の VIF（variance in°ation factor：分散拡大要因）値が 111.5
であり、多重共線性を発生する可能性がある。神戸市立博物館と JR三宮駅は
近接しているため、このような結果が得られたと考えられる。したがって、(3)
の分析では、芸術・文化施設からの距離の変数を除いた15)。得られたヘドニッ
15) 博物館からの距離を説明変数にした場合、それぞれの主成分の係数に加え、M/D の係数も「博
物館からの距離」を使用すると 53.7、三宮駅からの距離を使用すると 53.0 であり差は見られ
ない。都市経済学において最も一般的な地価関数は CBD からの距離の減少関数としてとらえ
られるため、CBD からの距離を使用した。
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ク地価関数は以下の通りであり、すべての変数が有意であった16)。
P
(17.8***)
　
=192.12 +
(4.4***)
　
3.15×（主成分 1（正負符号反転））
(2.2**)
　
+4.48×（主成分 2）
　　
(¡2.2**)
　
¡4.10×（主成分 3）
(3.1***)
　
+10.19×（主成分 4）
　　
(¡5.3***)
　
¡8.21×（JR三宮駅からの距離）
(2.3**)
　
+53.00×

M
D

adjR2: 0.728　　（　　）内は t値
***は 1%水準、**は 2.5%水準、*は 5%水準で有意
各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することが
できる。主成分 1、2、4は予想通りの結果が得られた。また、主成分 3の係数
は負であることから、住宅立地に関しての規制が厳しいほど地価が低くなるこ
とを示しており17)、JR三宮駅からの距離の係数が負であったことから、CBD
から遠くなるほど、地価は低下する。
M=Dが正であることから、博物館の建設は地価を押し上げており、博物館
の建設は周辺地域に正の便益を与えている。しかし、博物館に遠ざかるにつれ
て、1=D が小さくなることから、博物館の建設効果は距離が離れるにつれて
縮小する。
3. 西宮市大谷記念美術館の分析結果
次に西宮市大谷記念美術館を対象として、ヘドニック地価関数を推定する。
分析手順は、先述の通りである。しかし、建設後（P1）の地価公示のサンプル
数が 116であったのに対し、建設前（P0）は 25と少ないことから、神戸市立
博物館と異なり、P0 = P1¡ e®ectと考え、建設前をM = 1、建設後をM = 0
とするダミー変数を使用する。地価を決定すると考えられる要因として取り上
げた質的・量的要因（25項目）の 141地点における基本統計量を表 4に示し
16) White 検定により全ての誤差項の分散は等しいという帰無仮説は棄却できない。
17) 土地利用規制が厳しく容積率が小さいほど、土地収益率が低くなることが原因の一つである。
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表 3 　西宮大谷記念美術館周辺の実質地価と地域形成要因の基本統計量
変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／m2） 61.63 12.66 33.60 89.88
芸術・文化施設からの距離（km） 5.90 3.00 0.35 12.97
駅からの距離（m） 920.35 628.03 200.00 3500.00
地積（m2） 281.89 149.19 87.00 987.00
前面道路（m） 5.64 1.36 3.00 11.00
建坪率（%） 16.24 22.60 0.00 60.00
容積率（%） 162.62 51.67 0.00 200.00
総事業所数／市区面積 673.47 185.79 319.26 898.74
サービス事業所数／市区面積 164.20 35.33 97.60 207.72
総商店数／市区面積 335.24 95.28 167.27 460.25
小売業数／市区面積 305.50 83.09 161.61 428.72
飲食店商店数／市区面積 79.67 32.13 33.84 136.35
小学校数／市区面積 1.75 0.31 1.24 2.16
教員１人あたりの児童数 31.77 0.99 30.10 34.20
人口１千人あたりの医師数 2.08 1.03 1.00 5.20
人口１千人あたりの病床数 6.39 3.22 1.92 10.85
保育所数／市区面積 1.54 0.44 0.42 2.01
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 11.23 3.96 8.40 23.90
JR 大阪駅からの距離（km） 13.88 4.39 5.38 22.76
JR 三宮駅からの距離（km） 16.19 4.99 5.59 24.36
全ポイント（141）のうち
該当するポイント数
住居地域ダミー 住居専用地域ダミー 準防火地域ダミー
91（65%） 50（35%） 18（13%）
ガス 下水
140（99%） 37（26%）
注 1）実質地価は 1971 年を基準に、1971 年から 1973 年の西宮市の住宅敷地価格上昇率 1.190 で
1973 年のデータを実質化した値である。上昇率は、東洋経済新報社『地域経済総覧』のデー
タを使用し、算出した。
注 2）芸術・文化施設からの距離、JR 大阪駅、JR. 三宮駅からの距離は、地価情報分析システム
『MANDARA』を使用し、各地点ポイントからの距離を測定した。
注 3）市区面積は、宅地面積（工業地・商業地・住宅地・その他の合計）を使用した。
注 4）神戸市東灘区の宅地面積のデータがなかったため、以下から算出した。
1971 年の東灘区宅地面積=2012 年の東灘区宅地面積÷

2012 年の神戸市全域宅地面積
1971 年の神戸市全域宅地面積

注 5）「総商店数」は、卸売商店数と小売業商店数を合計したものである。
注 6）「小売業計」は、飲食店、自動車小売業などを合計したものである。
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表 4 　西宮市大谷記念美術館の主成分分析の結果
主成分 1 主成分 2 主成分 3
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
駅からの距離（m） 0.024 0.054 0.321 0.467 0.377 0.534
地積（m2） 0.163 0.371 0.352 0.512 0.114 0.162
前面道路（m） 0.084 0.191 0.145 0.210 0.056 0.080
総事業所数／市区面積 0.423 0.960 0.093 0.136 0.054 0.077
サービス事業所数／市区面積 0.380 0.862 0.186 0.270 0.213 0.301
総商店数／市区面積 0.419 0.951 0.076 0.110 0.021 0.030
小売業数／市区面積 0.421 0.956 0.067 0.097 0.091 0.128
小学校数／市区面積 0.332 0.754 0.206 0.300 0.028 0.040
人口１千人あたりの医師数 0.181 0.411 0.150 0.218 0.321 0.454
人口１千人あたりの病床数 0.218 0.495 0.133 0.193 0.126 0.178
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 0.164 0.372 0.033 0.048 0.369 0.522
住居地域ダミー 0.185 0.419 0.548 0.797 0.133 0.189
住居専用地域ダミー 0.185 0.419 0.548 0.797 0.133 0.189
準防火地域ダミー 0.043 0.098 0.056 0.081 0.499 0.707
下水 0.030 0.069 0.099 0.144 0.494 0.699
固有値 5.15 2.11 2.00
累積寄与度 34.30% 48.37% 61.72%
主成分 4 主成分 5
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
駅からの距離（m） 0.010 0.013 0.107 0.107
地積（m2） 0.059 0.073 0.180 0.180
前面道路（m） 0.033 0.041 0.880 0.880
総事業所数／市区面積 0.133 0.163 0.036 0.036
サービス事業所数／市区面積 0.042 0.052 0.084 0.084
総商店数／市区面積 0.198 0.243 0.001 0.001
小売業数／市区面積 0.131 0.161 0.001 0.001
小学校数／市区面積 0.329 0.404 0.130 0.130
人口１千人あたりの医師数 0.378 0.464 0.018 0.018
人口１千人あたりの病床数 0.599 0.735 0.165 0.165
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 0.263 0.323 0.193 0.193
住居地域ダミー 0.201 0.247 0.161 0.161
住居専用地域ダミー 0.201 0.247 0.161 0.161
準防火地域ダミー 0.398 0.488 0.196 0.196
下水 0.022 0.027 0.012 0.012
固有値 1.51 1.00
累積寄与度 71.77% 78.42%
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た18)。実質地価は最大値が 89,880円/m2、最小値が 33,600円/m2、平均値が
61,630円/m2 であり、芸術・文化施設からの距離は最も遠い地点で 13km、最
も近い地点で 0.4kmである。また、西宮大谷記念美術館が立地する西宮市は
兵庫県の南東部に位置しており、大阪市と神戸市の両都心の中間地であること
から、CBDからの距離を表す変数として、JR大阪駅からの距離、JR三宮駅
からの距離を使用した。
分析手順 (1)から、芸術・文化施設からの距離、CBDからの距離を表す変
数、M=Dを除いた 21項目の変数と実質地価との単回帰分析を行った結果、建
坪率、容積率、飲食店商店数／市区面積などが有意ではなかった。次に、有意
な変数のみを抽出し主成分分析を行った結果が表 4に示されている。固有値は
主成分 5で 1.00であり、累積寄与率は 78.42%であるため、(3)では主成分 1
から主成分 5を使用する。
主成分 1に正で大きく影響するのは面積あたりの総事業所数や総商店数と
いった事業所密度を表す変数であることから、主成分 1は市街地の賑わいを表
す主成分と考えられ。地価を高くする要因であると予想できる。主成分 2は、
住居専用地域や地積を表す変数の主成分負荷量が正で大きいことから、住宅
地として質の高さを表す主成分であり、地価を上げる要因と考えられるが、一
方で、土地利用の厳しさから地価を下げる要因になる可能性もある。主成分 3
は、刑法犯罪認知件数や駅からの距離が負に大きく影響するとともに、準防火
地域や下水整備の主成分負荷量が正で大きいことから、居住環境の良さを表す
と考えられ、地価を高くすると予想する。そして、主成分 4は医療や教育と
いった生活関連サービスの充実度を表しており、地価都政の関係を持つと予想
できる。主成分 5には前面道路が負で大きく影響するが、土地属性としての前
面道路が地価にどのような影響を及ぼすかは予想できない19)。
18) 距離以外の数値は、国土交通省「土地総合情報システム」、兵庫県企画部統計課『兵庫県市町別
主要統計指標』、西宮市役所『西宮市統計書』、企画部市長室広報広聴課『宝塚市統計書』、尼崎
市総務局行政課『尼崎市統計書』、伊丹市総務局庶務課『市勢統計書』、芦屋市役所人事課弘報係
『芦屋市勢要覧』、神戸市企画調整局『神戸市統計書』、東洋経済新報社『地域経済総覧』、総務省
統計局「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。
19) 前面道路が広いと、騒音などの外部不経済が大きくなり地価を引き下げる可能性と同時に、自家
用自動車の利用がしやすく地価を引き上げる可能性もある。
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主成分分析から得られた主成分 1から主成分 5に加え、M=D、芸術・文化
施設からの距離、JR大阪駅からの距離、JR三宮駅からの距離を使用し、分析
手順 (3)のようにヘドニック地価関数を求める。この時、VIF値が高い変数は
ない。得られたヘドニック地価関数は以下の通りであり、JR大阪駅からの距
離、JR三宮駅からの距離、主成分 4を除くすべての変数が選択された。
P
(43.1***)
　
=68.20
(4.2***)
　
+0.48×（主成分 1）
(10.8***)
　
+3.20×（主成分 2）
(7.6***)
　
+2.53×（主成分 3）
　　
(¡3.0***)
　
¡1.75×（主成分 5
(¡4.0***)
　
）¡0.95×（芸術・文化施設からの距離）
　　
(¡4.2***)
　
¡22.06×

M
D

adjR2: 0.704　　（　　）内は t値
各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することが
できる。主成分 1、3は予想通りの結果が得られた。主成分 2の係数は正であ
り、大都市である神戸市とは違って、住宅都市である西宮市においては住宅立
地規制が厳しいほど良質な住宅地を提供し、高地価に直結すると考えられる。
また、前面道路がマイナスに作用する主成分 5は騒音というマイナス面と利便
性というプラス面があるが、分析の結果、係数は負であることから、広い前面
道路は居住環境を損なうよりも、むしろ利便性を高めることによって地価を引
き上げる効果が大きい。JR大阪駅からの距離、JR三宮駅からの距離が有意
に効かなかったのは、①西宮市は大阪と神戸の中間点にあるため、大阪駅から
の距離の影響と三宮駅からの距離の影響が打ち消されたこと、②地価関数にお
いて西宮が小さなピークを持つことに原因があると考えられる。
そして、M=D の係数は負であるが、西宮市立大谷記念美術館の実証分析で
は、建設前のサンプル数が少ないため P0 = P1 ¡ e®ectとしたことから、美術
館の建設は地価を押し上げ、周辺地域に正の便益を与えているといえる。しか
し、神戸市立博物館と同様、美術館から遠ざかるにつれて 1=Dが小さくなるこ
とから、建設効果は美術館からの距離が大きくなるにつれて急激に縮小する。
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IV 間接便益とスピル・オーバー
地価の決定要因をコントロールしたうえで、芸術・文化資本の建設前後の地
価を比較することによって間接便益の規模を計測することができる。図 3は
神戸市立博物館と西宮市大谷記念美術館の間接便益とその広がりを示したもの
である。神戸市立博物館の間接便益は神戸市全域に加えて、芦屋市と西宮市全
域、尼崎市や宝塚市の一部にまで及んでいる。地価上昇効果で計測した間接便
益は、博物館の周辺では 4万円/m2 であるが、10km地点では約 5千円という
ように、博物館から遠ざかるにつれて急激に減少する。
西宮市大谷記念美術館は、神戸市立博物館に比べて規模は小さいものの、そ
の開館によって地価は上昇しており、美術館周辺では約 3万円強の上昇（1971
年）であった。ただし 10km地点では 2,500円程度に減少する。美術館は西宮
市の西部、芦屋市の直近に立地することから、間接便益は芦屋市、神戸市東灘
区全域に及んでいる。また、地価の上昇効果は小さいものの、美術館の間接便
益は尼崎市、神戸市灘区、伊丹市、宝塚市、大阪府豊中市といった地域にもス
ピル・オーバーしている。
次に、芸術・文化資本の建設による地価の上昇効果から間接便益の大きさを
計測する。間接便益は施設からの距離が遠くなれば急激に減少する。施設から
の距離を D、芸術・文化施設の間接便益（施設建設後の地価上昇額）を f(D)
とすれば、神戸市立博物館と西宮市大谷記念美術館の間接便益は、それぞれ、
f(D) = 44:63£D¡1 （神戸市立博物館）
f(D) = 22:06£D¡1 （西宮市大谷記念美術館）
となる20)21)。開館時期の違いはあるが、係数は神戸市立博物館が大きく、西
宮市大谷記念美術館に比べて間接便益が大きいことを表している。
この式を積分することによって各施設の総便益を計算することになるが、本
稿では、施設からの距離を 2km圏内、2km～5km、5km～10km、10km～20km
20) 芸術・文化施設からの距離と施設建設による地価上昇額との関係から算出した。
21) 神戸市立博物館においては神戸市内のサンプルを用いているが、商工住の用途が混在する灘区、
土地利用がほぼ住宅地に特化している北区を含んでいるため、推計された地価関数は周辺住宅地
にもそのまま適用できると考えられる。
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図 3 　芸術・文化資本の間接便益とスピル・オーバー
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の 4区分し、距離帯毎の便益を住宅地の実面積によって再計算する22)。しか
し、住宅地は地域に均等に分布しているわけではないため、国土交通省の国土
数値情報・土地利用細分メッシュデータから市区別に住宅地の割合を求めたう
え、住宅地の実面積を各距離帯に配分するという方法を用いた。結果は表 5に
示されている。
神戸市立博物館は神戸市内で約 3,551億円の地価上昇総額（間接便益）を生
みだし、開館前の地価を約 3.5%押し上げている。また、神戸市外に与えた間
表 5 　間接便益の規模
神戸市立博物館
神戸市内 神戸市外
実面積
km2
地価上昇
額
10 億円
地価上昇
率
％
実面積
km2
地価上昇
額
10 億円
地価上昇
率
％
～ 2km 中央区 1.2 35.3
2km～ 5km 中央区・兵庫区・長田区・灘区 6.9 87.9
5km～10km 東灘区・須磨区・長田区・北区 23.5 139.6
10km～ 20km 西区・垂水区・北区 31.03 92.3
尼崎市（一部） 6.5 19.4 1.3
西宮市 18.2 54.2 1.3
芦屋市 4.7 14.1 1.4
宝塚市（一部） 3.3 9.8 1.6
合計 62.6 355.1 3.5 36.7 109.3 1.5
西宮市大谷記念美術館
西宮市内 西宮市外
大谷記念美術館
からの距離
実面積
km2
地価
上昇額
10 億円
地価
上昇率
％
大谷記念美術館
からの距離
km
実面積
km2
地価
上昇額
10 億円
地価
上昇率
％
～ 2km 2.1 30.2 芦屋市 1km～ 5km 4.7 37.7 11.4
2km～ 5km 12.8 80.8 尼崎市 5km～ 20km 17.4 44.8 5.2
5km～10km 2.4 7.0 伊丹市 5km～ 20km 7.0 3.8 5.2
10km～ 20km － － 宝塚市 5km～ 20km 11.6 31.5 5.8
神戸市東灘区 2km～10km 6.3 29.2 8.6
神戸市灘区 5km～ 20km 3.7 10.0 4.4
豊中市 10km～ 20km 18.6 27.4 3.1
合計 18.2 117.9 10.8 合計 69.3 184.4 5.2
22) 1km までは推計値が過大になる可能性があるため除外して再計算した。
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接便益も 1,093億円に達しており、開館前の地価を約 1.5%押し上げた23)。西
宮市大谷記念美術館に関しては、西宮市内で 1,179億円の地価上昇総額（間接
便益）を生み出しており、10.8%の地価押し上げ効果が見られた。西宮市外で
は、美術館に近接する芦屋市において 11.4%（間接便益は 377億円）と高い地
価上昇効果が見られた。その他にも、神戸市東灘区で 8.6%（同 292億円）、宝
塚市で 5.8%（同 315億円）、尼崎市で 5.2%（同 448億円）などとなっており、
西宮市外での間接便益は 1,844億円と西宮市内の便益規模を上回っている。
神戸市立博物館の場合、神戸市域が広いことから間接便益の地理的範囲の
多くが市内にとどまるのに対して、西宮市には近接して芦屋市、尼崎市、伊丹
市、宝塚市などの住宅密集地が存在するため、西宮市立大谷美術館の場合には
市外の間接便益が市内のそれを上回ったと考えられる。
V 結論
公共財の多くは便益の及ぶ地理的範囲が限定される地方公共財であり、最
適な供給を実現するためには受益地域と負担地域を一致させることが必要であ
る。しかし、行政区域が地方公共財の受益地域と一致する保証はなく、公共財
によっては行政区域を越えて便益がスピル・オーバーする場合がある。本稿で
は、地方公共財として芸術・文化施設をとりあげ、ヘドニック・アプローチを
用いて間接便益の大きさを定量化するとともに、便益の地理的範囲を空間計量
経済学の手法を用いて検証した。分析対象は大規模・都心型施設である神戸市
立博物館と、中規模・郊外型施設である西宮市大谷記念美術館である。分析の
結果、以下の点が明らかになった。
第 1に、芸術・文化施設は地域環境の改善によって住宅地の需要を増加さ
せ、地価の上昇を引き起こしている。そこから算出された間接便益は、行政区
域内に限ったとしても神戸市立博物館の場合には 3,551億円、西宮市大谷記念
美術館の場合には 1,179億円に上る。こうした間接便益の大きさの違いは施設
規模の相違によって生じていると考えられる。
23) 三木市においても地価上昇効果が生じているが、都市的性格が異質であることから除外した。
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第 2に、施設の建設によって生じた地価の上昇率は神戸市立博物館の場合
には 3.5%、大谷美術館の場合には 10.8%である。住宅都市である西宮市にお
いてはとくに、美術館の建設が都市価値を高める効果を発揮している。
第 3に、施設の便益は行政区域を越えて他の自治体にまで及んでいる。つま
り、便益のスピル・オーバーが生じているのである。神戸市立博物館の場合に
は便益の拡散は尼崎市、西宮市、芦屋市、宝塚市に達し、金額ベースでは 1,093
億円に上っている。大谷美術館の場合には便益は芦屋市、西宮市といった隣接
自治体だけでなく、神戸市、尼崎市、宝塚市、伊丹市、大阪府豊中市にまで拡
散している。西宮市外にスピル・オーバーした間接便益は 1,844億円である。
以上の結果から、次の政策的意味合いを提示することができる。芸術・文
化施設という地方公共財は行政区域を越えて間接便益をスピル・オーバーさせ
ており、受益と負担の公平性と施設の最適供給という視点から、財源調達のあ
り方を見直す必要がある。住宅地の地価公示価格に対する課税標準額の割合は
約 10%24)、固定資産税の税率は 1.4%であることから、芸術・文化施設の建設
によって生じた固定資産税（土地分）の増加額を試算すると、神戸市内 5.0億
円、神戸市外 1.5億円（神戸市立博物館）、西宮市内 1.7億円、西宮市外 2.6億
円（いずれも施設建設当時の数値）となる。施設の直接利用者に対しては適切
な利用者負担を求めるとともに、間接便益が拡散する周辺自治体を含めて固定
資産税等によって施設建設の財源を調達することも検討する必要がある。
本稿では、芸術・文化施設として神戸市立博物館と西宮市大谷記念美術館の
2施設を取り上げた。両施設の間接便益は大きく異なっていることが明らかと
なったが、施設によって発生する間接便益には施設の規模、内容、立地点、住
民の芸術・文化に対する選好等の要因が影響すると考えられる。分析対象施設
を拡大し、間接便益の決定要因を分析することは今後の芸術・文化政策に重要
な示唆を与えるはずであり、今後の研究課題である。
24) 大阪府下市町村の平均値であり、大阪府「固定資産税概要調書の数値」、住宅地地価は国土交通
省「地価公示・都道府県地価調査」から算出。
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